
地球温暖化対策税（環境税）導入について慎重な対応を

求める意見書

政府は、平成２２年１２月２８日に開かれた「温暖化問題に関する関係閣

僚委員会」において、地球温暖化対策の主要３施策に関する基本方針を決め

た。

温室効果ガスの削減策として浮上している排出量取引制度の導入について

は、慎重に検討するとの方針が確認されたが、再生可能エネルギーの全量買

い取り制度については、平成２４年度からの導入を目指すとし、地球温暖化

対策税（環境税）については、税制改正大綱で決まった平成２３年度から導

入することを明記した。

本年１０月から段階的に導入する地球温暖化対策税（環境税）は、ガソリ

ンや軽油といった全ての化石燃料を課税ベースとする現行の石油石炭税にＣ

Ｏ２の排出量に応じた税率を上乗せし、幅広く負担を求めるものである。

現在、我が国の経済情勢は、持ち直しつつあるものの、雇用情勢は依然と

して厳しく、円高やデフレなど、景気を下押しするリスクが払拭されていな

い状況にあり、さらに、中東情勢が緊迫する中、原油高騰が国内経済に深刻

な打撃を与える懸念も高まってきている。

そうした中で、地球温暖化対策税（環境税）を導入すれば、国民生活や産

業活動に悪影響を及ぼし、我が国産業の国際競争力を低下させ、ひいては国

内経済と雇用情勢の悪化につながりかねない。

よって、国におかれては、現在の厳しい経済情勢を踏まえ、地球温暖化対

策税（環境税）導入について、慎重に対応するよう強く求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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